
【歳入】 （単位：百万円、％）

２８年度

金　額 金　額 伸率 金　額 伸率 金　額 伸率 金　額 伸率

23,719 24,134 1.7 24,299 0.7 25,276 4.0 25,890 2.4

3,064 3,331 8.7 3,638 9.2 3,631 △ 0.2 3,625 △ 0.2

2,000 2,000 0.0 2,000 0.0 2,000 0.0 2,000 0.0

11,181 11,667 4.3 12,215 4.7 12,663 3.7 12,728 0.5

4,194 5,063 20.7 4,088 △ 19.3 3,474 △ 15.0 3,322 △ 4.4

3,780 5,494 45.3 3,487 △ 36.5 4,243 21.7 3,110 △ 26.7

47,938 51,689 7.8 49,727 △ 3.8 51,287 3.1 50,675 △ 1.2

【歳出】

２８年度

金　額 金　額 伸率 金　額 伸率 金　額 伸率 金　額 伸率

26,722 27,223 1.9 27,703 1.8 28,187 1.7 28,647 1.6

7,398 7,347 △ 0.7 7,306 △ 0.6 7,313 0.1 7,346 0.5

15,147 15,601 3.0 16,069 3.0 16,551 3.0 17,064 3.1

4,177 4,275 2.3 4,328 1.2 4,323 △ 0.1 4,237 △ 2.0

17,813 18,206 2.2 18,533 1.8 18,495 △ 0.2 19,103 3.3

3,403 6,260 84.0 3,491 △ 44.2 4,605 31.9 2,925 △ 36.5

47,938 51,689 7.8 49,727 △ 3.8 51,287 3.1 50,675 △ 1.2

【参考】平成３３年度から平成３７年度までの財政見通し

【歳入】 （単位：百万円、％）

金　額 伸率 金　額 伸率 金　額 伸率 金　額 伸率 金　額 伸率
26,307 1.6 27,069 2.9 27,755 2.5 28,187 1.6 28,933 2.6
3,618 △ 0.2 3,612 △ 0.2 3,605 △ 0.2 3,598 △ 0.2 3,592 △ 0.2
2,000 0.0 2,000 0.0 2,000 0.0 2,000 0.0 2,000 0.0

12,859 1.0 13,059 1.6 13,264 1.6 13,472 1.6 13,684 1.6
3,221 △ 3.0 3,120 △ 3.1 3,286 5.3 3,121 △ 5.0 3,120 0.0
3,250 4.5 3,250 0.0 3,250 0.0 3,250 0.0 3,250 0.0

51,255 1.1 52,110 1.7 53,160 2.0 53,628 0.9 54,579 1.8

【歳出】

金　額 伸率 金　額 伸率 金　額 伸率 金　額 伸率 金　額 伸率
29,077 1.5 29,413 1.2 29,717 1.0 29,788 0.2 30,137 1.2
7,302 △ 0.6 7,258 △ 0.6 7,289 0.4 7,293 0.0 7,370 1.1

17,354 1.7 17,666 1.8 17,984 1.8 18,308 1.8 18,638 1.8
4,421 4.3 4,489 1.5 4,444 △ 1.0 4,187 △ 5.8 4,129 △ 1.4

19,178 0.4 19,697 2.7 20,443 3.8 20,840 1.9 21,442 2.9
3,000 2.6 3,000 0.0 3,000 0.0 3,000 0.0 3,000 0.0

51,255 1.1 52,110 1.7 53,160 2.0 53,628 0.9 54,579 1.8

第４次新座市基本構想総合振興計画後期基本計画期間の財政見通し（一般会計）

　後期基本計画の策定に当たり、後期基本計画期間（平成２８年度から平成３２年度まで）における概算の財
政見通しを算出したものである。
　なお、この財政見通しについては、これまでの実績や伸び率等を参考に概算で見込んだものであるため、今
後の経済の状況や制度の見直し等により、変更となる可能性があるものである。

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

市税

地方譲与税等

地方交付税

国県支出金

その他の収入

市債

合　計

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

その他の経費

投資的経費

合　計

　第４次基本構想総合振興計画後期基本計画期間（平成２８年度から平成３２年度まで）と併せて、平成３３年度から平
成３７年度までの財政見通しを作成した。

３３年度 ３４年度 ３５年度 ３６年度 ３７年度

市税
地方譲与税等
地方交付税
国県支出金
その他の収入
市債

合　計

３３年度 ３４年度 ３５年度 ３６年度 ３７年度

義務的経費
人件費
扶助費
公債費

その他の経費
投資的経費

合　計

※　歳入における市税は、内閣府から示された「中長期の経済財政に関する試算」におけるGDPの伸び等を勘案して見込んでいる。

　　歳出における投資的経費については、計画期間内における事業計画が定まっていないため、これまでの投資的経費の実績等を
　参考に毎年度３０億円の規模で推移するものとして見込んでいる。

参考


